
令和８年度 償却資産(固定資産税)の申告について 

１． 償却資産とは 

会社や個人で工場や商店などを経営している方や、漁業・農業を営んでいる方、不動産などを貸し

付けている方が、その事業のために用いている構築物・機械・工具・器具・備品等の固定資産を償却

資産といいます。 

なお、次の償却資産については対象になりません。 

① 耐用年数１年未満の資産 

② 取得価格が１０万円未満の資産で法人税法等の規定により一時に損金算出されたもの（いわゆ

る少額償却資産） 

③ 取得価格が２０万円未満の資産で法人税法等の規定により３年以内に一括して均等償却するも

の（いわゆる一括償却資産） 

④ 自動車税及び軽自動車税の対象となるもの 

⑤ リース会社が所有しているリース資産 

（※ ②③の場合であっても、個別の資産ごとの耐用年数により通常の減価償却を行なっているも

のは課税の対象となります。） 

〇償却資産申告書に国税申告書の添付書類(減価償却内訳明細書または減価償却費の計算書)の写し 

を添付する場合には、上記の①～⑤の対象外の資産について削除(対象外資産を消す)し、償却資産申

告の対象となる資産が分かるよう、申告をしてください。 

 

２． 申告をしていただく方 

個人や法人で事業を行っている方（工場や商店などを営んでいる方、漁業・農業を営んでいる方、

不動産を貸付けている方など）のうち、令和８年１月１日現在事業用の償却資産を所有される方です。

また、令和７年１２月末日までに、枝幸町内でのすべての事業を廃止・解散・休業された場合も、申

告書に事業の廃止・解散・休業年月日とその事由を記載し提出する必要があります。 

 

３． 申告すべき資産（「主な償却資産」は裏面を参照してください。） 

令和８年１月１日現在において枝幸町内に所在する事業用資産（自己の使用のもののほか他人に貸付

けているものも含みます。）について申告してください。 

⇒ 税務署への個人又は法人の確定申告において、減価償却費として費用計上している資産と原則一

致します。 

 

４． 申告の方法 

 ○前年度（令和７年度）に申告された方・・・増減申告 

令和７年１月２日～令和８年１月１日までの間に増加・減少のあった資産について申告してくだ

さい。 

○初めて申告をする方及び前年度未申告の方・・・全資産申告（すべての資産を申告してください。） 

   

５． その他 

① 税理士や会計士に委託されている方は、ご相談のうえ提出してください。 



② 課税の適正及び公平の確保から、地方税法第３５３条及び第４０８条に基づいて実地調査を行

う場合がありますが、その際にはご協力をお願い致します。 

③ 正当な理由なく申告をされなかった場合や虚偽の申告をされた場合には、地方税法及び枝幸町

税条例の規定により、過料及び不足税額を徴収するとともに、平成１８年度から地方税法第３５

４条の２の規定により国税資料の閲覧が可能となりましたので、申告されなかった場合、最終的

にはその資料に基づき推計課税を行う場合があります。 

６． 償却資産の具体例 

種   類 主 な 償 却 資 産 の 具 体 例 

構 築 物 
舗装路面、庭園、門・塀・緑化施設等の外構工事、看板（広告塔等）、受・変電設

備、予備電源設備、その他建築設備、内装・内部造作等 

機械及び装置 各種製造設備等の機械及び装置等 

船 舶 漁船、釣船、船外機等 

航 空 機 （省略） 

車両及び運搬具 
トラクター・フォークリフト（軽自動車税の対象となっているものを除く）、 

構内運搬車等 

工具、器具及び備品 
漁網・漁具、パソコン、陳列ケース、看板（ネオンサイン）、医療機器、測定工具、

金型、理容及び美容機器、衝立等 

 

業  種 申 告 対 象 と な る 主 な 償 却 資 産 の 例 示 

共  通 
パソコン、コピー機、ルームエアコン、応接セット、内装・内部造作等、看板（広

告塔、袖看板、ネオンサイン）、ＬＡＮ設備、その他 

漁  業 ＧＰＳ装置、魚群探知機、漁船、船外機、漁網、漁具、その他 

農  業 
堆肥舎、堆肥盤、尿溜、農業用機械設備、トラクター（軽自動車税の対象となって

いるものを除く）、その他 

製 造 業 金属製品製造設備、食料品製造設備、旋盤、ボール盤、梱包機、その他 

印 刷 業 各種製版機及び印刷機、断裁機、その他 

建 設 業 
ブルドーザー、パワーショベル、フォークリフト（軽自動車税の対象となっている

ものを除く。）、大型特殊自動車、その他 

娯 楽 業 
パチンコ機、パチンコ機取付台（島工事）、ゲーム機、両替機、カラオケ機器（リ

ースを除く）、その他 

料理飲食店業 テーブル、椅子、厨房用具、冷凍冷蔵庫、カラオケ機器（リースを除く）、その他 

小 売 業 陳列棚・陳列ケース（冷凍機又は冷蔵機付きも含みます。）、その他 

理容・美容業 理容・美容椅子、洗面設備、消毒殺菌機、サインポール、その他 

医 (歯) 業 
医療機器（レントゲン装置、手術機器、歯科診療ユニット、ファイバースコープ等）、

その他 

クリーニング業 洗濯機、脱水機、乾燥機、プレス機、ボイラー、ビニール包装設備、その他 

ガソリンスタンド 洗車機、ガソリン計量機、独立キャノピー、地下タンク、その他 


